
議案第５号 

平成 30 年度貝塚市一般会計補正予算（第 11 号）の件 

平成 30 年度貝塚市の一般会計補正予算（第 11 号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３７７，５１９千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３５，２８５，７０１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第 213 条第１項の規定により、翌年度に繰越して使用することができ

る経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

 

平成 31 年２月 20 日提出 

 

                                                貝塚市長 藤 原 龍 男 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　歳　入 (単位   千円)

9. 地方交付税 4,891,827 1,164 4,892,991

1. 地方交付税 4,891,827 1,164 4,892,991

13. 国庫支出金 5,925,025 67,227 5,992,252

1. 国庫負担金 5,435,656 36,587 5,472,243

2. 国庫補助金 464,885 30,640 495,525

14. 府支出金 2,815,848 77,854 2,893,702

1. 府負担金 1,823,951 64,354 1,888,305

2. 府補助金 837,188 13,500 850,688

17. 繰入金 2,106,688 131,374 2,238,062

1. 基金繰入金 2,101,898 131,374 2,233,272

20. 市債 3,007,649 99,900 3,107,549

1. 市債 3,007,649 99,900 3,107,549

34,908,182 377,519 35,285,701

計

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項 補正前の額 補 正 額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　歳　出 (単位   千円)

2. 総務費 4,972,333 136,227 5,108,560

1. 総務管理費 4,410,428 135,683 4,546,111

4. 選挙費 36,480 544 37,024

3. 民生費 15,347,659 99,718 15,447,377

1. 社会福祉費 5,848,915 68,217 5,917,132

2. 児童福祉費 6,300,824 31,001 6,331,825

3. 生活保護費 3,197,920 500 3,198,420

4. 衛生費 3,607,147 41,530 3,648,677

1. 保健衛生費 776,457 1,530 777,987

2. 清掃費 1,919,906 40,000 1,959,906

9. 消防費 984,724 27,000 1,011,724

1. 消防費 984,724 27,000 1,011,724

10. 教育費 3,490,250 60,991 3,551,241

2. 小学校費 1,587,574 22,053 1,609,627

3. 中学校費 635,999 29,722 665,721

4. 幼稚園費 269,759 8,716 278,475

6. 保健体育費 153,634 500 154,134

15. 災害復旧費 74,193 12,053 86,246

4. 文教施設災害復旧費 30,402 12,053 42,455

34,908,182 377,519 35,285,701

補 正 額 計款 項 補正前の額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



2. 1.
消費税増税対策商品券事業 7,532

3. 1.
公立保育所認定こども園化改修事業 1,128

6. 1.
被災農業者向け経営体育成支援事業 436,700

8. 2.
橋梁新設改良事業 82,000

9. 1.
被災者生活再建支援事業 27,000

10. 2.
小学校管理事業（臨時） 22,053

10. 3.
中学校管理事業（臨時） 29,722

10. 4.
幼稚園管理事業（臨時） 8,716

15. 4.
台風２１号図書館施設災害復旧事業 12,053

教育費 中学校費

教育費 幼稚園費

災害復旧費 文教施設災害復旧費

土木費 道路橋梁費

消防費 消防費

教育費 小学校費

民生費 児童福祉費

農林水産業費 農業費

総務費 総務管理費

　　　　　　　　　　第  ２  表　　　　繰　　越　　明　　許　　費

款 項 事 業 名 金 額

（単位　千円）



(追加)

　事　　　　　　項

千円

府 議 会 議 員 一 般 選 挙 事 業 15,494

　 　

限 度 額

第 ３ 表　　　　債  務  負  担  行  為  補  正 

期　　　　　間

平成30年度～平成31年度



起債の 起債の

方  法 借入先 償還期限 据置期間 その他 方  法 借入先 償還期限 据置期間 償還方法 その他

千円 年以内 年以内      千円 年以内 年以内

92,400 証書借入 年6.5％以内 政　府 20 3 左記の条件の範囲  証券発行の場合 99,400 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左

又は （ただし、利率見 内において借入先  において発行価

証券発行 直し方式で借り入 その他 に融通条件がある  格が額面金額を

95,400 れる政府資金及び 20 3 場合その条件に従  下回るときは、 110,400 同左 同左

地方公共団体金融 うことができる。  それぞれの発行

機構資金について、 ただし、財政の都  価格差減額を埋

12,700 利率の見直しを行っ 15 3 合により償還期限  めるために必要 16,700 同左 同左

た後においては、 及び据置期間を短  な金額をそれぞ

当該見直し後の利 縮し又は繰上償還  れの限度額に加

7,300 率） 20 3 若しくは低利に借  算した金額を限 9,300 同左 同左

り換えることがで  度額とする。

きる。

313,400 20 5 330,400 同左 同左

896,200 25 3 932,500 同左 同左

8,300 20 3 14,900 同左 同左

61,500 10 2 73,500 同左 同左

起債合計 3,007,649 3,107,549

第４表  地 方 債 補 正

起債の目的

補　　正　　前 補　　正　　後

限度額 利  率
償還の方法

備　　考 限度額 利  率
償還の方法

備   考
償還方法

市 民 文 化 会館
施 設 整 備 事業

 年賦又は

 半年賦・

公 立 保 育 所
認定こども園化
改 修 事 業

 元利均等

 又は元金

 均等若し

し 尿 処 理 施設
整 備 事 業

 くは満期

 一括償還

市 立 斎 場 施設
整 備 事 業

道 路 橋 梁 等
新 設 改 良 事業

学 校 施 設
整 備 事 業

幼稚園整備事業

災 害 復 旧 債


